













































































社 比率 社 比率
１．農林・水産・鉱業 0 0.0％ 0 0.0％
２．建設業 14 6.0％ 2 7.7％
３．製造業 144 62.1％ 14 53.8％
４．電気・ガス・水道・熱供給事業 2 0.9％ 0 0.0％
５．運輸・通信業 12 5.2％ 1 3.8％
６．卸売・小売業 37 15.9％ 6 23.1％
７．金融・保険業 16 6.9％ 0 0.0％
８．不動産業 0 0.0％ 0 0.0％
９．サービス業 7 3.0％ 3 11.5％




社 比率 社 比率
１．1,000人未満 93 40.1％ 13 50.0％
２．1,000～4,999人 109 47.0％ 6 23.1％
３．5,000～9,999人 19 8.2％ 2 7.7％
４．10,000人以上 11 4.7％ 5 19.2％












管理職層 62％ 34％ 4％
中堅層 32％ 58％ 10％











































（社） 6 9 3 1 3 4 0 26
（％） 23 35 12 4 12 15 0 100
非管理職層
（社） 1 4 7 0 3 10 0 25





















社 100％ 60～99％ 30～59％ 1～29％
管理職層
Ａ．「役割・職務給」 16 31.3％ 25.0％ 18.8％ 25.0％
Ｂ．「職能給」 15 20.0％ 40.0％ 26.7％ 13.3％
Ｃ．「年齢給」 7 0.0％ 14.3％ 57.1％ 28.6％
非管理職層
Ａ．「役割・職務給」 9 11.1％ 33.3％ 22.2％ 33.3％
Ｂ．「職能給」 21 19.0％ 28.6％ 38.1％ 14.3％












社 増えた 変わらず 減った
管理職層
Ａ．「役割・職務給」 20 45％ 55％ 0％
Ｂ．「職能給」 19 26％ 58％ 16％
Ｃ．「年齢給」 13 8％ 69％ 23％
非管理職層
Ａ．「役割・職務給」 16 25％ 75％ 0％
Ｂ．「職能給」 21 33％ 67％ 0％
























管理職層 非管理職層 管理職層 非管理職層
１．等級ごとに査定による「積み上げ昇給」がある 27％ 43％ 42％ 52％




14％ 21％ 26％ 28％
４．「シングルレート」のため、等級内の昇降給はない 36％ 21％ 5％ 7％
５．その他 0％ 0％ 0％ 0％




















































































（社） 4 6 10
（比率） 15.4％ 23.1％ 38.5％
25～50％
（社） 2 1 3
（比率） 7.7％ 3.8％ 11.5％
50％以上
（社） 3 4 7
（比率） 11.5％ 15.4％ 26.9％
計
（社） 2 8 8 4 4 26















（社） 11 14 1 26
（比率） 42.3％ 53.8％ 3.8％ 100％
非管理職層の賞与または年俸額
（社） 9 16 1 26





























（社） 2 1 3





（社） 1 11 1 13








（社） 2 2 11 6 5 26



















（社） 7 18 1 26
（比率） 26.9％ 69.2％ 3.8％ 100.0％
非管理職層
（社） 6 19 1 26





















（社） 1 4 1 6
（比率） 3.8％ 15.4％ 3.8％ 23.1％
±10～25％
（社） 2 7 9








（社） 3 6 8 5 4 26
































（社） 13 12 1 0 26




（社） 10 11 2 3 26



























































（社） 12 14 26



















（社） 9 3 12
（比率） 69.2％ 75.0％ 23.1％ 25.0％ 100.0％
ない
（社） 4 10 14
（比率） 30.8％ 28.6％ 76.9％ 71.4％ 100.0％
計



























































































































































（社） 6 7 3 10 26













（社） 12 9 21
（比率） 46.2％ 34.6％ 80.8％
ない
（社） 1 4 5
（比率） 3.8％ 15.4％ 19.2％
計
（社） 13 13 26
（比率） 50.0％ 50.0％ 100.0％
9.1.苦情処理制度
ある
（社） 8 4 12
（比率） 30.8％ 15.4％ 46.2％
ない
（社） 5 9 14
（比率） 19.2％ 34.6％ 53.8％
計
（社） 13 13 26
























































































































Ａ．業績ないし成績の評価結果により、賃金・賞与で相当の格差がついている １ ２ ３ ４
Ｂ．業績ないし成績の評価結果によっては、同期の間でも昇格・昇進には相当の開きが出ている １ ２ ３ ４
Ｃ．業績ないし成績の評価結果によって、降格や降職となる者が実際にいる １ ２ ３ ４
Ｄ．個人の業績や成果を評価するための基準は客観的で納得性の高いものになっている １ ２ ３ ４
Ｅ．現場の評価者の評価能力は、ほとんどバラツキはなく、ほぼ適正な評価ができている １ ２ ３ ４
Ｆ．従業員に人事考課における評価基準や方法を明示している １ ２ ３ ４
Ｇ．評価者は人事考課の評価結果を、理由も含めて被評価者にフィードバックしている １ ２ ３ ４
Ｈ．評価結果を本人に知らせるか否かは、モラールダウン回避のために上司の判断に任せている １ ２ ３ ４
Ｉ．自分の評価結果について意見や苦情を申し出やすい組織風土になっている １ ２ ３ ４
Ｊ．人事考課表の作成（評価基準、ウェイトなどの決定）には従業員代表が関与している １ ２ ３ ４
Ｋ．従業員の処遇の基本は、金銭的な報酬よりも、やりがいのある仕事を与えることである １ ２ ３ ４
Ｌ．会社単独の 2005年度の経常利益は、前年度に比べて相当増加した １ ２ ３ ４
Ｍ．会社単独の決算における利益指標は、ここ数年、相当順調に推移している １ ２ ３ ４


















Ａ．役割または職務の価値（以下、「役割・職務給」と略す） １ ２ ３ ４ ５
Ｂ．職務遂行能力（以下、「職能給」と略す） １ ２ ３ ４ ５




Ａ．役割または職務の価値（以下、「役割・職務給」と略す） １ ２ ３ ４ ５
Ｂ．職務遂行能力（以下、「職能給」と略す） １ ２ ３ ４ ５









②５年前と比べて割合は ③今後はウェイトを 今後は　 
廃止する増えた 変わらず 減った 増やす 変えない 減らす
管理
職層
Ａ．「役割・職務給」 ％ １ ２ ３ １ ２ ３ ４
Ｂ．「職能給」 ％ １ ２ ３ １ ２ ３ ４




Ａ．「役割・職務給」 ％ １ ２ ３ １ ２ ３ ４
Ｂ．「職能給」 ％ １ ２ ３ １ ２ ３ ４










管理職層 非管理職層 管理職層 非管理職層
１．等級ごとに査定による「積み上げ昇給」がある １ １ １ １
２．等級ごとに査定による「洗い替えの昇降給」がある ２ ２ ２ ２
３． 等級ごとに、査定に応じた「メリット昇給」（等級内を幾つかに区
切り、それぞれで昇降給の幅を変える方式）がある
３ ３ ３ ３
４．「シングルレート」のため、等級内の昇降給はない ４ ４ ４ ４














区　分 １．反映する ２．反映しない １．反映する ２．反映しない １．反映する ２．反映しない
管理
職層
月給部分 １ ２ １ ２ １ ２
賞与部分 １ ２ １ ２ １ ２




月給部分 １ ２ １ ２ １ ２
賞与部分 １ ２ １ ２ １ ２







区　分 １．５％未満 ２．５～ 10％ ３．10～ 25％ ４．25～ 50％ ５．50％以上
管理職層の賞与または年俸額 １ ２ ３ ４ ５
非管理職層の賞与または年俸額 １ ２ ３ ４ ５
Ｂ．５年前と比べて「業績査定部分」の割合は Ｃ．今後「業績査定部分」の割合は
区　分 増えた 変化なし 減った 増やす 変えない 減らす
管理職層の賞与または年俸額 １ ２ ３ １ ２ ３










区　　分 １．±５％未満 ２．±５～ 10％ ３．± 10～ 25％ ４．± 25～ 50％ ５．± 50％以上
管理職層の賞与または年俸額 １ ２ ３ ４ ５
非管理職層の賞与または年俸額 １ ２ ３ ４ ５
Ｂ．業績査定部分を 100％とした場合、査定による上限・下限の「実際の」格差の開き
区　　分 １．±５％未満 ２．±５～ 10％ ３．± 10～ 25％ ４．± 25～ 50％ ５．± 50％以上
管理職層の賞与または年俸額 １ ２ ３ ４ ５
非管理職層の賞与または年俸額 １ ２ ３ ４ ５
Ｃ．５年前と比べて「上限・下限の実際の開きは」 Ｄ．今後「上限・下限の開」は
区　　分 １．拡大した ２．変化なし ３．縮小した ４．拡大する ５．変化なし ６．縮小する
管理職層の賞与または年俸額 １ ２ ３ １ ２ ３












Ａ．目標管理制度 １ ２ ３ ４ ５
Ｂ．多面評価制度 １ ２ ３ ４ ５
Ｃ．自己評価制度 １ ２ ３ ４ ５
Ｄ．コンピテンシー １ ２ ３ ４ ５
Ｅ．職能資格制度 １ ２ ３ ４ ５
Ｆ．職務（役割）等級制度 １ ２ ３ ４ ５
Ｇ．社内公募制度 １ ２ ３ ４ ５
































１．年功主義 ２．能力主義 ３．成果主義 ４．その他（具体的に　）
管理職層 １ ２ ３ ４（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
中堅層 １ ２ ３ ４（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
一般職層 １ ２ ３ ４（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
フェイスシート
　Ａ．貴社の所属する産業ないし業種について、該当する番号１つに○を付けて下さい。
　１．農林・水産・鉱業　　　　　　　　　４．電気・ガス・水道・熱供給事業　　　　　　７．金融・保険業
　２．建設業　　　　　　　　　　　　　　５．運輸・通信業　　　　　　　　　　　　　　８．不動産業
　３．製造業（具体的に　　　　　　　　） ６．卸売・小売業　　　　　　　　　　　　　　９．サービス業
　Ｂ．平成 18年 10月１日現在の貴社の正規従業員数について、お伺いします。該当する番号１つに○を付けて下さい。
　　　　１．1,000人未満　　　２．1,000～ 4,999人　　　３．5,000～ 9,999人　　　４．10,000人以上
※　ここで得られましたデータは、集計データとしてのみ利用し、個々のケースの公表はいたしません。
　ただし、貴社名を本調査への協力会社として（修士）論文に記載しても良い場合には、「（修士）論文に記載可」に○印をつけ
て下さい。また本調査に関連するインタビューを１時間程度行いたいのですが、ご許可いただけますでしょうか。
（修士）論文への記載 可 不可
貴社へのインタビュー 可 不可
担当者御芳名または係
TEL：　　　 （　　　　）　　　　 E-Mail：
貴社訪問の条件など
※お差支えなければ、下記にもご記入下さい。ご記入いただきました方には、調査結果を送付させていただきます。
貴社名
ご住所
〒　　　　－
℡：　　　　（　　　　）
記入者御芳名
所属・役職
ご記入が終わりましたら、同封の返信用封筒にて、平成 19年１月 12日（金）までにご返送ください。
ご多忙中にもかかわりませず、ご協力をいただきまして誠にありがとうございました。
4
付記：本稿は，桃山学院大学総合研究所2005年度特定個人研究費による研究成果の一部である。
記して謝意を表したい。
 （2008年２月６日受理）
